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明 細 書

発明の名称 ：基板積重体

技術分野

[0001 ] 本発明は、基板を積み重ねた基板積重体に関する。特に、液晶パネルまた

は液晶パネル用ガラス基板を積み重ねた積重体に関する。本発明はまた、基

板積重体における保護材に関する。

なお、本出願は 2 0 1 0 年 6 月 3 0 日に出願された日本国特許出願 2 0 1

0 — 1 4 8 9 0 4 号に基づく優先権を主張 しており、その出願の全内容は本

明細書中に参照として組み入れられている。

背景技術

[0002] 液晶表示装置 （L C D ) の構成部品である液晶パネルは、一対のガラス基

板を所定のギヤップを確保 した状態で対向させた構造を有 している。従来、

液晶パネルを構成するガラス基板の運搬、保管には、ガラス基板を 1枚ずつ

揷入する溝を備えた樹脂製のケースを用いていた。 しか しながら、このケ一

スでは、基板間に隙間を生 じさせた状態で基板を収納するため、収納効率が

悪いという問題があった （例えば、特許文献 1 ) 。

[0003] そこで、複数のガラス基板と合紙とを交互に重ね、斜め積みパ レット上に

斜め積み した包装形態が提案されている （特許文献 2 ) 。また、複数のガラ

ス基板とガラス基板の縁部に接触する枠状の離間部材とを交互に重ね、斜め

積みパ レット上に斜め積み した包装形態 （特許文献 3 ) 、ガラス基板を 1個

ずつ P E T フイルムで密封 し、これらを積み重ねる包装形態 （特許文献 4 )

も提案されている。さらに、ガラス基板を 1個ずつ、凹凸加工 した内壁を有

するラミネ一 卜フイルムからなる袋状体で包装 し、それをケースに詰める包

装形態 （特許文献 5 ) なども提案されている。

[0004] しか しながら、上記特許文献 2 から5 に提案された包装形態はいずれも問

題がある。特許文献 2 、 3 に示すように斜め積みする方法では、ガラス基板

のサイズが大きい場合には自重によるたわみを生 じ、損傷を生 じるおそれが



ある。一方、特許文献 4 、 5 に示 された包装形態では、 ガラス基板の包装 に

多大な工数がかか り、包装 コス トが高 くなるという問題がある。

[0005] 図 1 は、基板 1 1 0 と合紙 1 2 0 とを交互 に積み重ねた積重体 1 0 0 0 の

構成 を示 している。基板 1 1 0 は、液晶パネルのカラ一フィル タや薄膜 トラ

ンジスタ等 に用いるガラス基板である。 そ して、基板 1 1 0 と基板 1 1 0 と

の間には合紙 1 2 0 が挟 まれている。特許文献 1 では、 この積重体 1 0 0 0

を収納する内箱 と、 内箱 を収納する外箱 を備 えた二重構造の基板収納容器 を

開示 している。 そ して、特許文献 1 に開示 された基板収納容器では、ェアバ

ックによって、積重体 1 0 0 0 の上面全域 に均一な圧力を作用させて、各基

板 1 1 0 をその全領域 において均一な圧力で締め付 けて固定することがで き

、運搬 中な どに基板 1 1 0 が動 くことを抑制することがで きる。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 6 _ 3 2 7 6 4 2 号公報

特許文献 2 : 特開 2 0 0 0 —3 5 4 4 9 号公報

特許文献 3 ：特開 2 0 0 0 _ 2 0 3 6 7 9 号公報

特許文献4 ：特開 2 0 0 3 _ 2 3 7 8 3 3 号公報

特許文献 5 ：特開平 1 1 — 1 2 0 5 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0007] 本願発明者 は、図 2 に示すような基板 2 0 と合紙 2 2 0 とを交互 に積み

重ねた積重体 2 0 0 0 について検討 を行 った。図 2 に示すような積重体 2 0

0 0 を作製する場合、基板 2 0 の上 に、 シ一 卜状の合紙 （ガラス保護材）

2 2 0 を重ね、 そ してその合紙 2 2 0 の上 に基板 2 1 0 を乗せてい く。 ここ

で、積重体 2 0 0 0 を機械 による自動化で作製する場合 には、次のような問

題が生 じることがわか った。

[0008] まず、図 2 に示すように、合紙 2 2 0 a が橈む場合があ り、 その場合 には



、基板 2 1 0 の上 に橈 んだ合紙 2 2 0 a を乗せ ることが機械 では難 しい （矢

印 2 3 0 ) 。加 えて、 図 3 に示すように、積重体 2 0 0 0 か ら基板 2 0 a

を取 り出す場合 （矢印 2 5 0 ) 、基板 2 0 a と合紙 2 2 O b とが分離せず

に、基板 2 1 0 a に合紙 2 2 0 c が静電気 によって張 り付 くことがある。合

紙 2 2 0 には帯電防止剤 による処理 がなされていることが多いが、基板 2

0 への合紙 2 2 0 の張 り付 きを毎 回防止することは難 しい。

[0009] なお、張 り付 き防止のため に、合紙 2 2 0 に、空気抜 き穴な どを加工する

ことも可能であるが、 その加工 にコス トがかかるため好 ま しくない。 また、

合紙 2 2 0 は、基板 2 1 0 のサイズ別 に作 り分 けが必要であ り、 それゆえに

、各サイズに応 じた合紙 2 2 0 の保管場所が必要である。

[001 0] —方で、他 の手法、 すなわち、基板 を 1 枚 ずつ挿入する溝 を備 えた樹脂製

のケースを用いる手法、斜め積みする手法、基板 を一つずつ包装 する手法 に

はそれぞれ欠点がある。 したが って、基板 と合紙 とを交互 に積み重ねて積重

体の形態 にする手法 に欠点があ つた と しても、 その欠点 を甘受 しなが ら対応

してい くのが実情 である。 そのような中、本願発明者 は、従来の延長線上の

対応でな く、運搬 中な どにおける基板 を保護 する問題 を解決 しょうと試みた

[001 1] 本発明はかかる点 に鑑みてなされたものであ り、 その主な 目的は、簡便 に

基板 を保護 することがで きる基板積重体 を提供 することにある。

課題を解決するための手段

[001 2] 本発明に係 る積重体 は、基板 と基板保護材 とが交互 に積み重な った積重体

であ り、基板 と、前記基板 の間に挟 まれ る基板保護材 とを備 え、前記基板保

護材 は、棒状部材であ り、前記基板 の間には、複数本の前記棒状部材が配置

されている。

[001 3] あ る好適な実施形態 において、前記基板 は、液晶パ ネルであ り、前記棒状

部材 は、 円柱形状 を有 してお り、前記棒状部材 は、前記液晶パ ネルの短辺方

向に沿 って配置 され る。

[0014] あ る好適な実施形態 において、前記基板 は、液晶パ ネル を構成 するガラス



基板である。

[001 5] ある好適な実施形態において、前記積重体において前記基板は少なくとも

0 枚含まれている。

[001 6] ある好適な実施形態において、前記複数本の棒状部材は、前記基板の間に

おいて不等間隔にて配置されている。

[001 7] 本発明に係る基板保護材は、基板が積み重なった積重体に用いられる基板

保護材であり、前記基板保護材は、棒状部材である。

[001 8] 本発明に係る基板収納容器は、基板と基板保護材とが交互に積み重なった

積重体と、前記積重体を収納する容器部とを備え、前記基板保護材が棒状部

材である。

[001 9] ある好適な実施形態において、前記容器部の内壁には、前記積重体の移動

を抑制する支持部が設けられている。

[0020] ある好適な実施形態において、前記容器部には、前記棒状部材を収納する

溝が形成されている。

[0021 ] 本発明に係る積重体の製造方法は、基板が積み重なった積重体を製造する

方法であり、第 1 基板を用意する工程と、前記第 1 基板の上に、複数本の第

棒状部材を配置する工程と、前記複数本の第 1棒状部材を挟んで、第 1 基

板の上に第 2 基板を配置する工程とを含む。

[0022] ある好適な実施形態では、さらに、前記第 2 基板の上に、複数本の第 2 棒

状部材を配置する工程と、前記複数本の第 2 棒状部材を挟んで、第 2 基板の

上に第 3 基板を配置する工程とを含む。

[0023] ある好適な実施形態において、前記複数本の第 1棒状部材を配置する工程

は、前記第 1棒状部材が平行に配列された供給装置を用意する工程と、前記

供給装置を前記第 1 基板の上方に配置 した後、前記供給装置から前記第 1棒

状部材を前記第 1 基板の表面に配列させる工程とを含む。

[0024] 本発明に係る基板の取り出し方法は、基板が積み重なった積重体から基板

を取り出す方法であり、基板と棒状部材とが交互に積み重なつた積重体を用

意する工程と、前記積重体における最上層に位置する第 1 基板を取り除くェ



程と、前記第 1基板の下に位置する第 2 基板を傾けることによって、前記第

2 基板の上に配置されていた棒状部材を除去する工程とを含む。

[0025] ある好適な実施形態では、さらに、前記第 2 基板を取り除く工程と、前記

第 2 基板の下に位置する第 3 基板を傾けることによって、前記第 3 基板の上

に配置されていた棒状部材を除去する工程とを含む。

[0026] ある好適な実施形態では、前記棒状部材を除去する工程において、前記第

基板を傾けることによつて移動する前記棒状部材は、受け取り容器で回収

される。

発明の効果

[0027] 本発明によれば、基板と基板保護材とが交互に積み重なつた積重体におい

て基板保護材が棒状部材であるので、基板保護材として合紙を用いた場合と

比較 して、簡便に基板を保護することができる基板積重体を提供することが

できる。

図面の簡単な説明

[0028] [ 図1] 積重体 1 0 0 0 の構成を示す断面図である。

[ 図2] 合紙 2 2 0 a が橈んでいる場合における積重体 2 0 0 0 の構成を示す断

面図である。

[ 図3] 合紙 2 2 0 c が張り付いた場合における積重体 2 0 0 0 の構成を示す断

面図である。

[ 図4] 本発明の実施形態に係る積重体 1 0 0 の構成を模式的に示す断面図であ

る。

[ 図5] 基板 1 0 として液晶パネルの構成を模式的に示す断面図である。

[ 図6] 基板 1 0 a を取り除いた状態を示す積重体 1 0 0 の斜視図である。

[ 図7] 基板保護材 2 0 の配置方法を説明するための斜視図である。

[ 図8] 基板保護材 2 0 の回収方法を説明するための斜視図である。

[ 図9] 積重体 1 0 0 の改変例を模式的に示す断面図である。

[ 図10] 基板収納容器 8 0 の構成を模式的に示す上面図である。

[ 図11] 基板収納容器 8 0 の構成を模式的に示す上面図である。



発明を実施するための形態

[0029] 以下、図面を参照 しなが ら、本発明の実施形態を説明する。以下の図面に

おいては、説明の簡潔化のために、実質的に同一の機能を有する構成要素を

同一の参照符号で示す。なお、本発明は以下の実施形態に限定されない。

[0030] 図 4 は、本発明に係 る実施形態の積重体 1 0 0 の構成 を模式的に示 してい

る。本実施形態の積重体 1 0 0 は、基板 1 0 と基板保護材 2 0 とが交互に積

み重なった構造を有 してお り、基板 1 0 と、基板 1 0 の間に挟 まれる基板保

護材 2 0 とか ら構成 されている。本実施形態の基板保護材 2 0 は、棒状部材

であ り、そ して、基板 1 0 の間には、複数本の棒状部材 2 0 が配置されてい

る。

[0031 ] 本実施形態における各棒状部材 2 0 は、円柱形状 を有 してお り、 また、各

棒状部材 2 0 の直径は等 しい （又は実質的に等 しい）。棒状部材 2 0 を構成

する材料は、例えば樹脂である。本実施形態の棒状部材 2 0 の直径は、例え

ば 1 m m ~ 2 m mであ り、材料は、例えばポ リエチ レン、ポ リスチ レン、ポ

リプロピレン、 ガラス繊維等である。なお、棒状部材 2 0 の本数、直径、材

質などは、適宜好適なものを採用することが可能である。

[0032] 本実施形態の基板 1 0 は、例えば液晶パネルである。液晶パネル 1 0 は、

概 して、全体 と して矩形の形状 を有 してお り、図 5 に示すように、一対の透

光性基板 （ガラス基板） 1 1 および 1 2 か ら構成 されている。両基板 1 1 お

よび 1 2 は、製造工程でそれぞれマザ一ガラスと称 される大型の母材か ら切

り出されたものを使用 している。両基板 1 1 および 1 2 は、互いに対向 して

配置され、その間には液晶層 1 4 が設けられている。液晶層 1 4 は、基板 1

1 および 1 2 の間の電界印加に伴 って光学特定が変化する液晶材料か らなる

。基板 1 1 および 1 2 の外縁部 には、シール剤 1 5 が設けられて、液晶層 1

3 を封止 している。 また、両基板 1 1 および 1 2 の外面には、それぞれ偏光

板 1 7 および 1 8 が貼 り付けられている。

[0033] 本実施形態では、両基板 1 1 および 1 2 のうち、表側がカラ一フィルタ基

板 （C F 基板） 1 1 であ り、一方、裏側がア レイ基板 1 2 である。なお、図



4 に示 した基板 1 0 は、液晶パネルに限らず、C F 基板 （製造途中のものを

含む）、または、アレイ基板 （製造途中のものを含む）であってもよい。

[0034] 図 6 は、最上層に位置する基板 1 0 a を取り除いた状態を示す積重体 1 0

0 の斜視図である。ここで、基板 1 O a は、基板吸着装置 3 0 によって吸着

され、矢印 3 5 のように移動させることができる。積重体 1 0 0 における基

板 1 0 は、鉛直方向 （重力方向） 9 0 に沿って積み重ねられており、基板 1

0 と基板 1 0 との間には、棒状部材からなる基板保護材 2 0 が配置されてい

る。図4 に示 した例では、基板 1 0 の間に基板保護材 2 0 が均等 （等間隔）

に配列された形態を示 したが、基板 1 0 と基板 1 0 との間の間隔を保持 して

、基板 1 0 を保護できるのであれば、図 6 に示すように、基板保護材 2 0 を

不等間隔に配列させることも可能である。また、図 6 に示 した例では、基板

0 は長方形形状を有 しており、その基板 1 0 の短辺方向 9 2 に沿って基板

保護材 2 0 は平行に配列されている。

[0035] 本実施形態の構成では、基板吸着装置 3 0 を用いて積重体 1 0 0 から基板

0 を順々に取り出すことができる。また、図 6 に示 した状態において、基

板 1 0 b の表面に配置された基板保護材 2 0 の上に、基板 1 0 a を重ねるこ

とによって、基板 1 0 を積み重ねることもできる。本実施形態の積重体 1 0

0 では、例えば、 5 枚以上の基板 1 0 が含まれており、収納効率の観点から

は、好ましくは 1 0 枚以上の基板 1 0 が含まれている。

[0036] 次に、基板 1 0 の間に挟まれる基板保護材 2 0 の配置方法について説明す

る。図 7 に示すように、基板保護材 （棒状部材） 2 0 は、棒状部材の供給装

置 4 0 に収納されている。供給装置 4 0 は、棒状部材 2 0 を平行に配列する

ように支持する支持部材 4 2 から構成されている。なお、ここでの平行とは

、幾何学的な意味における厳密な平行に限らず、棒状部材 2 0 を供給する際

に配置ズレが生 じる場合を含めた実質的に平行のものも含むものとする。図

示 したように供給装置 4 0 を斜めに傾けると、棒状部材 2 0 は、矢印4 5 に

示すように、供給装置 4 0 の支持部材 4 2 から基板 1 0 の表面に移動する。

そして、供給装置 4 0 を順々に移動させながら、基板 1 0 の表面の全体にわ



たつて棒状部材 2 0 を供給すれば、基板 1 0 の上における棒状部材 2 0 の配

置が終わる。

[0037] 次いで、基板 1 0 の表面に配置された棒状部材 2 0 を挟むように、更なる

基板 1 0 を積み重ねる。その基板 1 0 の積み重ねは、例えば図 6 に示 した基

板吸着装置 3 0 を用いて行うことができる。なお、その更なる基板 1 0 の上

に、再び棒状部材 2 0 を供給 し、その工程を繰 り返すことによって、本実施

形態の積重体 1 0 0 を作製する。

[0038] 次に、棒状部材 2 0 の回収方法について説明する。図 8 に示すように、水

平状態の基板 1 0 s を斜めに傾けると、棒状部材 2 0 は、矢印 5 6 のように

下方に移動するので回収することができる。図 8 に示 した例では、矢印 5 5

のように一方を持ち上げて傾けた基板 1 O t の引く方に、受け取り容器 5 0

を配置 して、その受け取り容器 5 0 にて棒状部材 2 0 を回収する。受け取り

容器 5 0 の上面には、開口部 5 2 が形成されており、基板 1 0 の表面を矢印

5 6 の方向に移動 してきた棒状部材 2 0 は、矢印 5 8 に示すように開口部 5

2 を通って受け取り容器 5 0 で回収される。回収された棒状部材 2 0 は、再

び、本実施形態の積重体 1 0 0 に使用されることになる。

[0039] 本実施形態の構成では、基板 1 0 と基板保護材 2 0 とが交互に積み重なつ

た積重体 1 0 0 において基板保護材 2 0 を棒状部材にしている。 したがって

、図 2 に示 したような基板 2 1 0 と合紙 2 2 0 とを交互に積み重ねた積重体

2 0 0 0 と比較 して、簡便に基板 1 0 を保護することができる基板積重体 1

0 0 を実現することができる。すなわち、図 2 に示 した積重体 2 0 0 0 の場

合、合紙 2 2 0 a が橈む場合があり、橈んだ合紙 2 2 0 a を基板 2 1 0 の上

に乗せることが難 しい。一方、本実施形態の構成では基板保護材 2 0 は棒状

部材であるので、そのような撓みの問題を回避することができる。

[0040] また、図 3 に示すように、基板 2 1 0 a を取り出す時に合紙 2 2 0 c が静

電気によって張り付 くことがあり、基板 2 1 0 の取り出しに問題が生 じるこ

とがある。一方、本実施形態の構成では基板保護材 2 0 は棒状部材であるの

で、そのような静電気による張り付きの問題を回避することができる。



[0041 ] さ らに、 合紙 2 2 0 は基板 2 1 0 のサ イズ別 に作 り分 けが必要 であ るので

、 各 サ イズ に応 じた合紙 2 2 0 の保管 場所 が必要 であ る。 一方、 本実施形 態

の構成 で は基板保護 材 2 0 は棒状部 材 であ るので、 各 サ イズ に応 じた棒状部

材 2 0 を作 り分 け して も、 その保管 場所 は、 合紙 2 2 0 の もの と比較 す る と

、 大幅 に小 さ くす る ことがで きる。 加 えて、 各 サ イズ に応 じた棒状部 材 2 0

を作製 す る場合 で も、 基本 的 に、棒状部 材 2 0 の長 さを変 更 す る ことによ つ

て対応 す る ことが可能 であ るので、 その点 で も技術 的な利 点 があ る。例 えば

、 0 0 イ ンチ以上 の基板 （例 えば、 1 0 8 イ ンチの液 晶パ ネル ） 1 0 のサ

ィズ に対応 させ る場合 で も、 それ に対応 す る長 さの棒状部 材 2 0 を作製 して

、 それ を基板保護 材 2 0 と して用 いれ ば よい。

[0042] 加 えて、 図 3 に示 した構成 において は、 ガラス基板 2 1 0 を吸着 す る吸着

部位 と、 合紙 2 2 0 を吸着 す る吸着部位 との両方 を備 えた高機 能 な吸着装 置

が必要 であ り、装 置 コス トが高 くな る。 一方、 本実施形 態 の構成 で は、 基板

( ガ ラス基板 ） 1 0 を吸着 す る部位 を備 えた吸着装 置 を利 用 で きるので、 そ

の点 での技術 的な利 点 もあ る。 そ して、 基板 を 1枚 ずっ揷 入 す る溝 を備 えた

樹 脂製 のケー ス を用 い る手 法 と比較 して、 本実施形 態 の構成 で は、 基板 1 0

の収納効率 が高 い とい う利 点 があ る。

[0043] な お、 図 6 に示 した構成例 で は、棒状部 材 2 0 は基板 1 0 の上 に平 行 （ま

た は実 質 的 に平 行 ） に配 列 させ たが、 それ に限 らず、 図 9 に示 す よ うに、平

行 に配 列 され た棒状部 材 2 0 s とともに、平 行 か らずれ た棒状部 材 2 0 t が

存在 して も構 わ な い。 その よ うな平 行 か らずれ た （非平 行 の）棒状部 材 2 0

t が存在 して いて も、 基板 1 0 と基板 1 0 との間隔 は維 持 して、 基板 1 0 の

保護 を図 る ことがで きるか らであ る。

[0044] また、 本実施形 態 の積 重体 1 0 0 は、 図 1 0 に示 す よ うに、 基板収納 容器

8 0 に収納 す る ことがで きる。 基板収納 容器 8 0 は、 基板 1 0 と基板保護 材

(棒 状 部 材 ） 2 0 とが交互 に積 み重 な った積 重体 1 0 0 と、積 重体 1 0 0 を

収納 す る容器部 8 2 とか ら構成 され て い る。 図 1 0 に示 した例 で は、 容器部

8 2 の 内壁 には、積 重体 1 0 0 の移 動 を抑制 す る支持部 8 4 が設 け られ て い



る。具体的には、支持部 8 4 は、積重体 1 0 0 の端部 （辺） 1 0 0 e に対 し

て間隔S (例えば、数ミリ）をあけて対向するように構成されている。容器

部 8 2 に支持部 8 4 を設けることによって、基板収納容器 8 0 の運搬中に、

積重体 1 0 0 が容器部 8 内で移動することを抑制することができる。

[0045] また、図 1 1 に示すように基板収納容器 8 0 を改変することも可能である

。図 1 1 に示 した基板収納容器 8 0 の容器部 8 2 には、基板保護材 （棒状部

材） 2 0 を収納する溝 8 5 が形成されている。この溝 8 5 が等間隔になるよ

うに容器部 8 2 を構成 した場合、その容器部 8 2 を利用 して、棒状部材 2 0

の供給を実行すると、基板 1 0 上に棒状部材 2 0 が等間隔になるように配列

させることが可能となる。なお、その場合、棒状部材 2 0 の長さは、基板 1

0 の短辺方向長さよりも長 くするとともに、溝 8 5 に収まるような長さにす

る。

[0046] なお、上述 した実施形態では、基板 1 0 は、図 5 に示 したような液晶パネ

ル （例えば、 3 0 インチから6 0 インチ）を例示として説明 したが、それに

限らない。基板 1 0 は、液晶パネルの寸法に切 り出した後のガラス基板のサ

ィズに限らず、切 り出す前のマザ一ガラスのサイズであっても構わない。ま

た、基板 1 0 は、液晶パネルの用途のものに限らず、他の用途のもの （例え

ば、 P D P その他のフラットパネルディスプレイ）であっても構わないし、

ガラス基板以外の基板 （例えば、樹脂基板）であってもよい。

[0047] また、上述 した実施形態では、棒状部材 2 0 は、円柱形状のものを例示と

して説明 したが、それに限らない。棒状部材 2 0 として、例えば、円管形状

のものを用いることも可能である。あるいは、棒状部材 2 0 として、例えば

、断面が六角形の形状のものを用いてもよい。

[0048] 以上、本発明を好適な実施形態により説明 してきたが、こうした記述は限

定事項ではなく、勿論、種々の改変が可能である。

産業上の利用可能性

[0049] 本発明によれば、簡便に基板を保護することができる基板積重体を提供す

ることができる。



符号の説明

0 基板 （液晶パ ネル ）

C F 基板

1 2 ア レイ基板

液晶層

1 5 シ 一ル 剤

7 8 偏光板

2 0 基板保護材 （棒状部材 )

3 0 基板 吸着装置

4 0 供給装置

4 支持部材

5 0 受 け取 り容器

5 開 口部

8 0 基板収納容器

8 容器部

8 4 支持部

8 5 溝

1 0 0 積重体

1 1 0 基板

1 2 0 合紙

2 1 0 基板

2 2 0 合紙

0 0 0 積重体

2 0 0 0 積重体



請求の範囲

[ 請求項 1] 基板 と基板保護材 とが交互 に積み重な つた積重体であ つて、

基板 と、

前記基板の間に挟 まれる基板保護材 と

を備 え、

前記基板保護材は、棒状部材であ り、

前記基板の間には、複数本の前記棒状部材が配置 されている、積重

体。

[ 請求項 2 ] 前記基板 は、液晶パネルであ り、

前記棒状部材は、 円柱形状 を有 してお り、

前記棒状部材は、前記液晶パネルの短辺方向に沿 つて配置 される、

請求項 1 に記載の積重体。

[ 請求項 3 ] 前記基板 は、液晶パネル を構成するガラス基板である、請求項 1 に

記載の積重体。

[ 請求項 4 ] 前記積重体 において前記基板 は少な くとも 1 0 枚含 まれている、請

求項 1 に記載の積重体。

[ 請求項 5 ] 前記複数本の棒状部材は、前記基板の間において不等間隔にて配置

されている、請求項 1 か ら 4 の何れか一つに記載の積重体。

[ 請求項 6 ] 基板が積み重な つた積重体 に用い られる基板保護材であ つて、

前記基板保護材は、棒状部材である、基板保護材。

[ 請求項 7 ] 基板 と基板保護材 とが交互 に積み重な つた積重体 と、

前記積重体 を収納する容器部 と

を備 え、

前記基板保護材が棒状部材である、基板収納容器。

[ 請求項 8 ] 前記容器部の内壁 には、前記積重体の移動 を抑制する支持部が設 け

られている、請求項 7 に記載の基板収納容器。

[ 請求項 9 ] 前記容器部 には、前記棒状部材 を収納する溝が形成 されている、請

求項 7 に記載の基板収納容器。



基板が積み重な つた積重体 を製造する方法であ つて、

第 1 基板 を用意する工程 と、

前記第 1 基板の上 に、複数本の第 1 棒状部材 を配置する工程 と、

前記複数本の第 1 棒状部材 を挟んで、第 1 基板の上 に第 2 基板 を配

置する工程 と

を含む、積重体の製造方法。

さ らに、前記第 2 基板の上 に、複数本の第 2 棒状部材 を配置するェ

程 と、

前記複数本の第 2 棒状部材 を挟んで、第 2 基板の上 に第 3 基板 を配

置する工程 と

を含む、請求項 1 0 に記載の積重体の製造方法。

前記複数本の第 1 棒状部材 を配置する工程 は、

前記第 1 棒状部材が平行 に配列された供給装置 を用意するェ

程 と、

前記供給装置 を前記第 1 基板の上方 に配置 した後、前記供給

装置か ら前記第 1 棒状部材 を前記第 1 基板の表面 に配列させる工程 と

を含む、請求項 1 0 に記載の積重体の製造方法。

基板が積み重な つた積重体か ら基板 を取 り出す方法であ って、

基板 と棒状部材 とが交互 に積み重な つた積重体 を用意する工程 と、

前記積重体 における最上層 に位置する第 1 基板 を取 り除 く工程 と、

前記第 1 基板の下に位置する第 2 基板 を傾 けることによって、前記

第 2 基板の上 に配置 されていた棒状部材 を除去する工程 と

を含む、基板の取 り出 し方法。

さ らに、前記第 2 基板 を取 り除 く工程 と、

前記第 2 基板の下に位置する第 3 基板 を傾 けることによって、前記

第 3 基板の上 に配置 されていた棒状部材 を除去する工程 と

を含む、請求項 1 3 に記載の基板の取 り出 し方法。

前記棒状部材 を除去する工程 において、前記第 2 基板 を傾 けること



によつて移動する前記棒状部材は、受け取 り容器で回収 されることを

特徴 とする、請求項 1 3 に記載の基板の取 り出 し方法。
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